
貸　借　対　照　表
（ 2022年3月31日現在 ）

（単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流動資産 2,432,782,121 流動負債 1,097,114,902

現金及び預金 1,143,025,176 買掛金 876,675,154

売掛金 857,716,808 短期借入金 - 

商品及び製品 7,965,000 未払金 36,228,384

貯蔵品 912,088 未払費用 16,734,278

仕掛品 383,361,735 未払事業所税 1,940,000

前渡金 2,008,276 未払法人税等 66,149,500

前払費用 14,477,038 未払消費税等 21,021,907

短期貸付金 - 前受金 - 

未収入金 12,171,000 預り金 4,277,043

仮払金 145,000 賞与引当金 56,821,374

立替金 11,000,000 受注損失引当金 - 

その他流動資産 - 短期リース債務 17,263,302

貸倒引当金(短期) - その他流動負債 3,960

固定資産 182,483,637 固定負債 87,701,666

有形固定資産 106,071,006 長期未払金 934,000

建物付属設備 51,592,684 退職給付引当金 50,182,500

建物減価償却累計額 △5,393,923 長期リース債務 36,585,166

構築物 - 

構築物減価償却累計額 - 

機械装置 25,014,448 負債合計 1,184,816,568

機械装置減価償却累計額 △20,175,902 （純 資 産 の 部）

器具備品 35,111,042 株主資本 1,430,449,190

器具備品減価償却累計額 △28,953,083 資本金 100,000,000

リース資産 506,296,286 資本剰余金 1,076,139,071

リース資産減価償却累計額 △457,420,546 資本準備金 100,000,000

無形固定資産 3,042,200 その他資本剰余金 976,139,071

ソフトウェア 1,776,100 利益剰余金 254,310,119

電話加入権 1,266,100 その他利益剰余金 254,310,119

その他無形固定資産 - 繰越利益剰余金 254,310,119

投資その他の資産 73,370,431 評価・換算差額等 - 

投資有価証券 99,669 繰延ヘッジ損益 - 

関係会社株式 - 

長期貸付金 - 

長期前払費用 - 

敷金保証金 - 

破産更生債権 1,010,108

繰延税金資産（固定） 73,270,762

貸倒引当金（長期） △1,010,108

純資産合計 1,430,449,190

資産合計 2,615,265,758 負債・純資産合計 2,615,265,758



個　別　注　記　表

【重要な会計方針に係る事項】

1. 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均による原価法

移動平均法による原価法

 (2) 棚卸資産の評価方法および評価基準

商品・貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 先入先出法

2. 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法・定額法

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

 (3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 退職給付引当金

(3) 賞与引当金

従業員に支給する賞与の当期負担分について、支給見込額基準により計上しております

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

【会計方針の変更】

該当事項はありません。

子 会 社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式 ･ ･ ･ ･ ･

その他有価証券

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市 場 価 格 の あ る も の ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

市 場 価 格 の な い も の ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･

仕 掛 品 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の
期間費用としております。



【株主資本等変動計算書に関する注記】

発行済株式の種類及び総数に関する事項 （単位：株）

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 2,500,000 - - 2,500,000

合計 2,500,000 - - 2,500,000

【リースにより使用する固定資産に関する注記】

【1株当たり情報に関する注記】

(1) 1株当たり純資産額 572円18銭

(2) 1株当たり当期純利益 84円32銭

貸借対照表に計上した固定資産の他、リース契約により使用している固定資産の主なものは、ホテルペイテレビシステムのVODシステム
等であります。


